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In September 2015, the United Nations adopted the "2030 Agenda" and its core "Sustainable Development 
Goals (SDGs)". In order to achieve the SDGs, efforts by local governments are very important. In recent years, 
the promotion of EBPM (Evidence Based Policy Making) has been emphasized by local governments. The 
purpose of this study is to analyze the current situation of local governments and to grasp the time series of 
changes from the past to the future by using an index that is important for local governments to promote EBPM. 
At this time, the minimization of matrix rank, which is the mainstream in the information engineering field, was 
used as an analysis method of time-series data. As a result, the present state of 1741 local governments was 
understood. Changes in statistical data for all prefectures from 1975 to 2030 were also identified. 





2015 年 9 月に「Transforming our world: the 2030 Agenda 
















































時系列分析」の 2 つを行った。 
各分析を行う際には、「自治体 SDGs 推進のためのロー
カル指標検討 WG」により作成された「地方創生 SDGs ロ




を行った。分析対象は、全国 47 都道府県、1,741 市区町
村とした。評価には、2015 年の統計データを用いた。そ
の理由は 2 点ある。 
① 2030 アジェンダの採択年であるため 
② 国勢調査等の大規模調査の実施年であるため 
以上 2 つの理由より、2015 年を現状の評価として結果
を算出した。以降、分析手法に関して記す。 
現状分析には、「min-max normalization」を用いた。「min-










この手法は、SDSN（Sustainable Development Solutions 
Network）とベルテルスマン財団により発行されている








𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀′ = 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀 × 100 (2) 
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(4) 
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本研究では、上述した核ノルム最小化問題を解くため
に、IPMS（Iterative Par-tial Matrix Shrinkage）法[9]を用い
た。IPMS 法とは、特異値の縮小に基づき行列ランクの最






信号修復が可能である。尚、式中の𝑋𝑋𝑖𝑖,𝑗𝑗 = 𝐻𝐻𝑖𝑖,𝑗𝑗  𝑓𝑓𝑡𝑡𝑓𝑓 𝑀𝑀𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑀𝑀, 𝑠𝑠) ∈
𝐼𝐼は信号（時系列データ）の一部が既知であることを、𝑋𝑋 ∈
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は 5 年おきに算出されているため、2020 年、2025 年、2030








全 47 都道府県、1,741 市区町村を対象として、「地方
創生 SDGs ローカル指標」の全ての指標（202 指標）にお
いて、現状評価を実施した。本報では、紙面の都合上、ゴ














































図 1 ゴール 4（教育）の結果 
 
 
図 2 ゴール 9（イノベーション）の結果 
 
 
図 3 ゴール 16（平和）の結果 
 
 

















































































































図 6 11.3.1.3（人口社会増減）の時系列変化 
 
 
図 7 11.x.3（空き家率）の時系列変化 
 
 
図 8 11.3.1.3（財政力指数）の時系列変化 
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2) GIS：Geographic Information System 本研究では、
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動向, 調査月報（2015 年 1 月号）, 
（ https://www.77bank.co.jp/pdf/chousa/ntb150116.pdf）
（最終アクセス：2020/2/5） 
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表 1 現状分析・時系列分析に用いた指標一覧注３） 
No. 指標名 No. 指標名 No. 指標名 
1.2.1.1 年間収入階級別の世帯割合 5.3.1 18 歳未満で結婚した女性の割合 11.6.2.4 二酸化硫黄（SO2）年平均値※ 
1.2.1.2 年間収入階級別の世帯割合の増減率※ 5.4.1.1 家事従事者に関するジェンダーパリティ指数 11.6.2.5 PM2.5濃度に対する環境基準達成率 
1.4.1 上水道普及率 5.4.1.2 待機児童数割合 11.6.2.6 SPM 濃度に対する環境基準達成率 




5.5.2 役員の女性の割合 11.7.1.2 可住地面積当たりの公民館数 
5.4.1.2 待機児童数割合 11.7.1.3 可住地面積当たりの図書館数、公民館数 
1.a.1 生活保護費割合 5.6.2 女性活躍推進計画の策定有無※ 11.7.1.4 可住地面積当たりの図書館面積 
1.a.2.1 衛生費割合 5.a.1 女性の農業経営者割合 11.7.1.5 可住地面積当たりの公民館面積 
1.a.2.2 人口 1 人当たりの衛生費 6.1.1 上水道普及率 11.7.1.6 可住地面積当たりの図書館面積、公民館面積 
1.a.2.3 教育費割合 6.2.1 人口 1 人当たりの公衆衛生費 11.7.1.7 人口 1 人当たりの公園数 
1.a.2.4 人口 1 人当たりの教育費 6.3.1 下水道処理人口普及率 11.7.1.8 人口 1 人当たりの公園面積 
1.a.2.5 （衛生費+教育費+生活保護費）割合 6.3.2 河川 BOD※ 11.7.1.9 可住地面積当たりの公園面積 




1.x.1 世帯当たりの預貯金残高 11.a.1.2 地域サポーターを設置している市区町村の割合※ 
2.1.1.1 栄養失調及びビタミン欠乏症における総患者割合 6.a.1 人口 1 人当たりの下水道費 11.b.1 
11.b.2 
11.c.1 
防災会議の設置有無※ 2.1.1.2 給食施設における栄養士の有無 7.2.1.1 新エネルギー発電割合 
2.2.1 栄養状態が不良な 6歳児の割合 7.2.1.2 世帯当たりの太陽光発電設備割合 
2.3.1.1 農業従事者 1人当たりの農業産出額 7.2.1.3 太陽光を利用した温水機器等がある住宅の割合 11.x.1 人口 10万人当たりの火災死者数 
2.3.1.2 林業就業人口 1 人当たりの林業産出額 7.2.1.4 太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合 11.x.2 人口 1 万人当たりの火災出火件数 
2.4.1 農業従事者 1人当たりの経営耕地面積 7.3.1 エネルギー消費量当たりの県内総生産 11.x.3 空き家率 
2.a.1 投資額に対する農業産出額 7.x.1 人口 1 人当たりの電力エネルギー消費量 11.x.4 人口 1,000 人当たりの悪臭による苦情件数 
3.1.1 人口 10万人当たりの妊産婦死亡数 7.x.2 自家発電割合（固有単位） 11.x.5 人口 1,000 人当たりの騒音による苦情件数 




3.3.1 人口 1,000 人当たりの HIV 感染者数 
11.x.8 最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離別、65歳以上の世帯員のいる主世帯数の割合 3.3.2 人口 10万人当たりの結核感染者数 8.1.1.1 人口 1 人当たりの県内総生産 
3.3.3.1 人口 1,000 人当たりのマラリアによる死亡者数 8.1.1.2 人口 1 人当たりの県内総生産 対前年増加率※ 
11.x.9 バリアフリー化されている 65 歳以上の世帯員のいる主世帯数の割合 3.3.3.2 人口 1,000 人当たりのマラリア感染者数 8.2.1.1 就業者当たりの県内総生産 
3.3.4 人口 10万人当たりの B型肝炎による死亡者数 8.2.1.2 就業者当たりの県内総生産 対前年増加率 12.2.1 1 人 1日当たりのごみ排出量 
3.4.1.1 人口 10万人当たりの心血管疾患による死亡者数 8.4.1 
8.4.2 1 人 1日当たりのごみ排出量 
12.4.2 有害廃棄物割合 
3.4.1.2 人口 10万人当たりの癌による死亡者数 12.5.1 ごみのリサイクル率 
3.4.1.3 人口 10万人当たりの糖尿病による死亡者数 8.5.2 失業率 13.1.2 
13.1.3 防災会議の設置有無
※ 
3.4.2 人口 10万人当たりの自殺者数 8.7.1 15-17歳の就業者割合 
3.9.1 人口 10万人当たりの公害苦情件数 8.8.1 労災受給率 
13.2.1.1 地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定有無※ 3.a.1 喫煙率 8.8.2.1 平均超過労働時間 
3.b.1 人口 1 人当たりの薬局数 8.8.2.2 離職率 
13.2.1.2 温暖化対策地方実行計画における気候変動適応計画の策定有無※ 3.c.1 人口 1 人当たりの医師数 8.9.1 県内総生産当たりの観光消費 
3.x.1 国民健康保険診療費（被保険者 100 人当たり） 8.10.1 人口 1 人当たりの銀行数 13.3.1 公民館における環境保全活動の実施数※ 
3.x.2 BMI の平均値（男女別） 9.1.1.1 舗装道路割合 
13.3.2.1 地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定有無※ 3.x.3 平均寿命（男女別） 
9.1.1.2 最寄りの交通機関までの教理が〇〇ｍ以下となる普通世帯割合 3.x.4 人口 1 人当たりの国民医療費 
13.3.2.2 温暖化対策地方実行計画における気候変動適応計画の策定有無※ 3.x.5 介護予防に資する通いの場を有する市区町村の割合※ 9.2.1.1 人口 1 人当たりの製造業粗付加価値額 
3.x.6 要介護者に対するボランティア等の人材の育成人数 9.2.1.2 県内総生産当たりの製造業粗付加価値額 13.x.1 人口 1 人当たりの CO2排出量※ 
3.x.7 一般介護における介護予防普及啓発事業を実施している市区町村の割合※ 
9.2.2 製造業労働者割合 14.4.1 漁獲量及び養殖収獲量の前年比増減率※ 
9.4.1 県内総生産当たりの CO2排出量※ 14.x.1 研究費当たりの水産技術関連の研究費割合 
3.x.8 一般介護における地域介護予防活動支援事業を実施している市区町村の割合※ 
9.5.2 発明者数割合 15.1.1 森林面積割合 
9.a.1 土木費割合 15.2.1 林業試験指導機関人員率 





3.x.10 後期高齢者 1人当たりの医療費 9.c.1 インターネット普及率 15.9.1 生物多様性地域戦略の策定有無※ 
3.x.11 後期高齢者 1人当たりの診療費 10.2.1.1 年間収入階級別の世帯割合 16.1.1 人口 1 人当たりの殺人認知割合 
3.x.12 乳児家庭全戸訪問事業を実施している市区町村の割合※ 10.2.1.2 年間収入階級別の世帯割合の増減率※ 16.1.3.1 人口 1 人当たりのわいせつ罪認知係数 
3.x.13 養育支援訪問事業を実施している市区町村の割合※ 10.2.1.3 ジニ係数 16.1.3.2 学校での暴力行為発生件数 
4.1.1 小中学校登校者割合 10.4.1 労働生産性 16.1.4.1 人口 1 人当たりの刑法犯認知件数 
4.2.1 5 歳未満の入院者割合 
10.x.1 バリアフリー化されている 65 歳以上の世帯員のいる主世帯数の割合 
16.1.4.2 人口 1 人当たりの街頭犯罪認知件数 
4.2.2.1 保育園登園割合 16.2.1 子育て支援に関する情報提供を実施している割合 
4.2.2.2 幼稚園登園割合 
10.x.2 最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離別、65歳以上の世帯員のいる主世帯数の割合 
16.2.2 人口 1 人当たりの略奪誘拐罪・人身売買の認知件数 
4.2.2.3 保育園・幼稚園割合 16.3.1.1 人口 1 人当たりの粗暴犯の認知件数 
4.2.2.4 最寄りの保育所までの距離別、3 歳未満、4 歳～5 歳の子がいる普通世帯の割合 
11.1.1.1 ホームレス割合 16.3.1.2 刑法犯検挙率 
11.1.1.2 最低居住面積水準以下世帯割合 16.4.1 窃盗犯検挙率 
4.3.1 求職者 1人当たりの職業訓練費 11.2.1.1 鉄道・電車・バスの利用割合 16.4.2 人口 1 人当たりの賭博認知件数 
4.4.1 生徒 1 人当たりのコンピューター数 




規制に関する法律の認知件数 4.5.1.1 パリティ指数（小中学校） 
4.5.1.2 パリティ指数（高校・大学） 11.3.1.1 人口増減 16.7.1 都道府県議会議員の女性の割合 
4.6.1.1 小学生の国語･算数･理科の平均正答率 11.3.1.2 人口自然増減 16.9.1 5 歳未満人口割合 
4.6.1.2 中学生の国語･数学･理科の平均正答率 11.3.1.3 人口社会増減 17.1.2.1 財政力指数 
4.7.1 人口 1 人当たりの社会教育施設割合 11.3.1.4 市街地調整区域面積割合 17.1.2.2 地方税割合 
4.a.1.1 学校におけるインターネット接続率 11.3.1.5 市街地調整区域内人口割合 17.1.2.3 自主財源の割合 
4.a.1.2 学校におけるコンピューター設置割合 11.4.1 平均文化財保存事業費（補助金の交付額） 17.4.1 実質公債費比率 
4.a.1.3 人口 1 人当たりの特別支援学校数 11.5.2 災害復旧費割合 17.6.2 世帯当たりのインターネットブロードバンド契約率 
4.a.1.4 小中学校学生 1 人当たりのトイレ数 11.6.1 廃棄物の最終処分割合 17.8.1 インターネット普及率 
4.c.1 都道府県別「教員の ICT 活用指導力」の状況 11.6.2.1 微小粒子状物質（PM2.5）年平均値※ 17.17.1 地域サポーターを設置している市区町村の割合※ 
5.1.1 女性活躍推進計画の策定有無※ 
11.6.2.2 光化学オキシダント（Ox）濃度の昼間 1 時間値が0.12ppm 以上であった日数 5.2.1 人口 1 人当たりの配偶者からの暴力相談件数 
5.2.2 女性人口 1 人当たりの強制わいせつの認知件数 11.6.2.3 窒素酸化物（NOx）年平均値※ 
表 2 時系列分析に用いた統計データ一覧 
 
No. データ名 No. データ名 No. データ名 No. データ名 No. データ名 No. データ名 
1 総人口 37 心疾患による死亡数 73 
「教員の ICT 活用指導
力」の状況 
109 エネルギー消費量 144 火災死者数 179 研究費 
2 総面積 38 悪性新生物による死亡数 74 教育施設数 110 エネルギー発電量 145 全歳出 180 森林面積 
3 衛生費 39 マラリア感染者数 75 小学校の国語正答率 111 新エネルギー発電量 146 ホームレス数 181 林業試験指導機関人員 
4 教育費 40 
人口 10 万人当たりの
HIV 感染者数 
76 小学校の算数正答率 112 
10kW 未満の太陽光発
電設備導入実績 
147 性犯罪認知件数 182 絶滅危惧種数 
5 生活保護費 41 結核感染者数 77 小学校の理科正答率 113 
1 人一日当たりのごみ
の排出量 
148 空き家数 183 鳥獣保護区域面積 
6 上水道給水人口 42 BMI（男性） 78 中学校の国語正答率 114 ごみの総排出量 149 SOx 排出量 184 財政力指数 
7 普通世帯数 43 BMI（女性） 79 中学校の数学正答率 115 
労働者災害補償保険適
用労働者数 
150 NOx 排出量 185 殺人認知件数 
8 預貯金残高 44 20 歳以上人口 80 中学校の理科正答率 116 超過労働時間（男） 151 ばい煙排出量 186 わいせつ罪認知件数 
9 100 万円未満世帯数 45 喫煙者数 81 5 歳以下人口 117 超過労働時間（女） 152 災害復旧費 187 
1000 人当たりの学校で
の暴力件数 
10 平均保護受給期間 46 公害苦情件数 82 
就業者数・家事のほか
仕事（女性） 
118 15-17 就業人口 153 市街化調整区域人口 188 刑法犯認知件数 






119 15-17 人口 154 市街化調整区域面積 189 街頭犯罪認知件数 
12 農業産出額 48 
後期高齢者 1 人当たりの
診療費 




49 要介護者数 85 
非労働力人口・家事
（女性） 
121 観光消費額 156 公民館面積 191 略奪誘拐罪認知件数 
14 林業就業人口 50 ボランティア育成数 86 
非労働力人口・家事
（男性） 
122 土木費 157 図書館数 192 粗暴犯認知件数 
15 林業産出額 51 在学数（小中学校） 87 
保育所等入所待機児童
数 
123 就業者数 158 図書館面積 193 刑法犯検挙率 
16 ビタミン欠乏症患者数 52 高校男子生徒数 88 役員数 124 製造業就業者数 159 公園数 194 窃盗犯検挙率 











19 総給食施設数 55 大学女子生徒数 91 
配偶者からの暴力相談
件数 








56 中学校男子生徒数 92 
18 歳未満で結婚した女
性数 









199 5 歳未満人口 
22 出生数 58 小学校男子生徒数 94 女性の農業経営者数 130 従業者数 200 実質公債費比率 
23 日本人人口 59 小学校女子生徒数 95 公衆衛生費 131 ジニ係数 165 悪臭による苦情件数 201 地方税 





166 騒音による苦情件数 202 歳入決算総額 
25 自殺者数 61 
最寄りの保育所までの距
離が 100m 未満の住宅数 
97 下水道事業着手率 167 文化財保存事業の補助金 203 自主財源 

























67 職業訓練費 103 
太陽光発電を利用した
発電機器がある住宅数 
138 最低居住水準未満住宅 173 その他の廃棄物 209 労働力人口（男） 








69 5 歳未満児の入院数 105 
二重サッシ又は複層ガ
ラスの窓のある住宅数 











107 総発電量 142 
通勤に鉄道、バスを利
用する人 
177 養殖収穫量 213 離職者数 
36 糖尿病による死亡数 72 公立小中学校のトイレ数 108 電力エネルギー消費量 143 火災出火件数 178 水産関連研究費 
